
 

別記様式第３号（第７の７のア関係） 

 

令和４年度補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業補助金 

変更等承認申請書 

 

番 号文書〇〇〇〇〇 

令和 5年 10月 23日 

 

 

  株式会社日本能率協会コンサルティング 代表取締役社長 殿 

 

                                              所 在 地  東京都◯◯区□町△△3丁目 1番１号 

                                              団 体 名  有限会社 ◯△□ 

                                              代表者氏名 一二三 ××× 

 

令和 5年 7月 12日付けをもって補助金の交付決定通知のあった事業について、下記のとおり変更（注１）

したいので、令和４年度補正 外食産業事業継続緊急支援対策事業実施規程（第７７のア）の規定に基づき

申請する。 

 

記（注２） 

  １ 変更（注１）の理由 

   ①キッチンカーの耐熱部材の値上がりと構造変更により、改修費用が 150万円増加する。 

②自動配膳ロボット⇒ 型番および単価見直しにより設置費用を含め、90万円の減額。 

   ③セルフオーダーシステムの利用開始日が後ろ倒しになり、20万円減額。 

   ④グルメサイトの追加更新の単価が値上がりし 1万円増額となった。 

（①②③④により費目 31%減） 

 

  ２ 事業の内容及び計画 

   ☑️建物改修・工事（改修内容／工事内容／現状と完成イメージなど） 

・キッチンカーの耐熱部材の値上がりと構造変更を実施。 

高耐熱性の鋼板を下地として活用するとともに、防火性の高いセラミックボードを壁面に使用。 

・構造及び寸法が変更になったため、取り付け作業台の造作仕様も変更した。 

    ※原料高騰の影響もあり、改修費用が 150万円増加。 

 

 【改修部分説明】 

 

一
二
三 

社内で文書番号を管理さ

れている場合は文書番号

を記載してください。 

定めがない場合は記入不

要です。 

交付決定通知の日付を記

入してください。 

変更理由について、詳しく

記入してください。 

変更のあった費目ごとに、

変更内容を詳しく記入して

ください。 

文章で分かりにくいところ

は、図やイラスト、写真を貼

り付けてください。 

【重要】 この資料提出は、以下の方が該当します。 ※実施規定の第７の７および８ 

事業内容の変更がある 

  うち事業の追加、中止又は廃止を行う。 

  うち成果目標の変更を伴う事業内容の変更を行う。 

  うち事業費又は国庫補助金の 30％を超える減の変更を行う 

  うち上記 A～Cに該当しないもの（軽微な変更）⇒提出は不要 

変更と記入 



☑️機械設備・システム導入 

    ・自動配膳ロボットの再見積もりを行った。価格比較のうえ、設置費用を含め 90万円を減額。 

    ・セルフオーダーシステムの契約調整に時間がかかり、利用開始日が後ろ倒しになったため、 

事業期間中の日割り額は、当初見積もりの 80％となった。20万円を減額。 

    ※上記 2点で、110万円の減額 

 

□技術導入費 

□運搬費 

☑️広告宣伝・販売促進 

 ・グルメサイトの追加更新の単価が値上がりし 1万円増額。 

□研修費 

□委託費 

 

【細目・具体内容の変更部分】別記様式 4の赤字部分が変更となった。 

 

※別途 【別記様式 4 経費内訳書】（変更承認申請 提出版）を添付すること。 

 

 

３ 経費の配分及び負担区分 

 

 ＜変更前＞ 

区分 費目 細目  

補助事業に 

要する経費 

（Ａ＋Ｂ） 

負 担 区 分 

備考 国庫補助金 

（Ａ） 

その他 

（Ｂ） 

（1） 

事業成長 

支援事業 

 

事業費 

 

・建物費 

・機械装置・システム構築費 

・技術導入費 

・運搬費 

・広告宣伝・販売促進費 

・研修費 

円 

2,800,000 

7,700,000 

0 

0 

190,000 

100,000 

円 

1,400,000 

3,850,000 

0 

0 

95,000 

50,000 

円 

1,400,000 

3,850,000 

0 

0 

95,000 

50,000 

 

除税額 

除税額 

 

 

除税額 

除税額 

委託費  0 0 0 除税額 

合   計 10,790,000 5,395,000 5,395,000  

 

変更前と変更後を対比し

て記載してください。 

金額や数量の変更がわか

るよう、変更後の確定値を

赤字で記載してください。 

様式に基づき、変更前と 

変更後の事業費を記載し

てください。 

該当の経費の変更内容の

み、記載してください。 

変更がない場合は、変更

該当経費以外は記載不要

です。 

必ず、変更後の経費内訳

書（別記様式 4）を提出し

てください。 



＜変更後＞※変更部分は、赤字にて記載。 

区分 費目 細目  

補助事業に 

要する経費 

（Ａ＋Ｂ） 

負 担 区 分 

備考 国庫補助金 

（Ａ） 

その他 

（Ｂ） 

（1） 

事業成長 

支援事業 

 

事業費 

 

・建物費 

・機械装置・システム構築費 

・技術導入費 

・運搬費 

・広告宣伝・販売促進費 

・研修費 

円 

4,300,000 

6,600,000 

0 

0 

200,000 

100,000 

 

円 

1,400,000 

3,300,000 

0 

0 

95,000 

50,000 

 

円 

2,900,000 

3,300,000 

0 

0 

105,000 

50,000 

 

 

除税額 

除税額 

 

 

除税額 

除税額 

委託費  0 0 0 除税額 

合   計 11,200,000 4,845,000 6,355,000  

 

 

 

  ４ 事業の完了予定年月日      令和 6年 2月 15日 

 

（注）１ ○○については、変更の場合は「変更」、中止の場合は「中止」、廃止の場合は「廃止」とす

る。 

２ 補助金の交付決定により通知された「事業の内容」及び「経費の配分」と変更・中止・廃止後の

「事業の内容」及び「経費の配分」とを容易に比較対照できるように変更部分を二段書きとし、変

更・中止・廃止前を括弧書で上段に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

変更後は、変更部分がわ

かるように赤字で記載し

てください。 

 

交付決定以降の、細目ごと

の増額分については、原

則、自己負担となります。 


